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2024 年３⽉期 第 3 四半期決算発表 
2024 年 2 ⽉ 6 ⽇ 

よくある質問と回答（FAQ） 

※サブセグメント別の営業活動に係る利益および親会社所有者帰属四半期利益は別紙に添付。 

 2024 年３⽉期⾒通しについて 
Ｑ. 通期⾒通しの修正理由と達成⾒通しについて教えてください。 
Ａ. 営業活動に係る利益は、進捗を踏まえ期初⾒通しの405億円から425億円に上⽅修正しました。 

親会社所有者帰属当期利益は、持分法投資に係る減損損失などに鑑み据え置きとしております。 
親会社所有者帰属四半期利益の通期⾒通しに対する進捗率は70％と堅調で、⾒通しどおり推移すると考えております。 

Ｑ. 前期好調だった鋼管事業およびエネルギー事業の今後の事業⾒通しについて教えてください。 
Ａ.エネルギー価格が⾼騰した前期の反動減を⾒込んでいたエネルギー事業や鋼管事業は、当初想定よりも需要が底堅く推移する⾒通し

です。 

Ｑ. モバイル事業の今後の事業⾒通しについて教えてください。 
Ａ. 不採算店舗の閉鎖による収益改善に加え、⼆次代理店の直営化や販売網の拡⼤の効果により、当第３四半期の親会社所有者四

半期利益の通期⾒通しに対する進捗率は83％と順調に推移しており、引き続き順調に推移する⾒通しです。 

Ｑ. ICTソリューション事業の⾒通しについて教えてください。 
Ａ. セキュリティ対策やDX需要の⾼まりを背景に事業環境は引き続き堅調に推移する⾒通しです。 

Ｑ. 持分法投資に係る減損損失について教えてください。 
Ａ. 鉄鋼・素材・プラントセグメントの鉄鋼事業の持分法投資先について減損処理を⾏ったものです。 

Ｑ. 公開買付け後の兼松エレクトロニクスおよび兼松サステックとのシナジー発揮の状況を教えてください。 
Ａ. 2023年10⽉1⽇付けで社⻑直轄の組織である「グループ成⻑戦略推進室」を設置し、兼松のグローバルネットワークを活⽤した、特に

アジアを中⼼とした海外事業の拡⼤、事業投資やM&A、⼈材育成・交流などを検討・推進中です。⼈材育成・交流においては、デジ
タル⼈材育成のための取組みを始めております。また、DX推進委員会においては兼松エレクトロニクスと共同、GX推進委員会において
は兼松サステックやその他グループ会社との共同の推進体制で活動を⾏っております。 

Ｑ. 円安が続いておりますが、為替の前提や、為替変動が業績に与える影響を教えてください。 
Ａ. 当社の外貨建て取引は、⾷料セグメントを中⼼とした輸⼊ポーションが多く、⼤半は為替予約でヘッジして円価格で販売しているため、

損益に与える影響はおおむねニュートラルとなっています。なお、B/Sへの影響としては、⾃⼰資本のうち為替の換算差額が１円の変動
で約１〜２億円ほどの影響が⽣じることになります。⾒通しについては１⽶ドル135円で⾒込んでおります。 

Ｑ. 公開買付けに伴い有利⼦負債が増加しましたが、今後の財務⽅針について教えてください。 
Ａ. 当四半期のネットDERは1.22倍となりました。今後の⽅針としては、次期中期経営計画期間（2025年3⽉期〜2027年3⽉期）

でネットDERを1.0倍程度にコントロールすることを⽬標に、財務規律を意識しながら投資も継続していく考えです。 

Q. 中東情勢による直接的・間接的な影響はどのようなものがありますか。 
Ａ. 直接的な影響はあまりないとの認識ですが、原油価格の⾼⽌まりで国内最終客先で買い控えなどが起きたり、輸送網の乱れなどによる

間接的な影響は考えられます。 
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 投資について 
Ｑ.  第３四半期の投資の進捗について教えてください。 
Ａ. 2024年３⽉期第３四半期は、半導体装置の販売・保守サービスを⾏うジェイエムテクノロジー株式会社の株式取得や、北⽶の製麺

会社Nippon Trends Food Service, Inc.への事業投資などを⾏いました。 

Ｑ. ジェイエムテクノロジー株式会社への投資の⽬的等について教えてください。 
Ａ. 同社からの技術⽀援により、国内半導体市場でニーズが⾼まっている半導体装置保守サービス事業などにおける事業領域拡⼤を⽬

的としております。 

Ｑ. Nippon Trends Food Service, Inc.への投資の⽬的等について教えてください。 
Ａ. 同社に対する原料供給促進と北⽶における⾷ビジネスのバリューチェーンの付加価値拡⼤を⽬的としております。 

Ｑ. Spiber株式会社への投資の⽬的等について教えてください。 
Ａ. 主な⽬的は、Spiber社が製造する⼈⼯構造タンパク質素材「Brewed Protein™」を使⽤したバイオマス由来の化学品、⾷品添加

物、繊維原料等の⽤途開発を、当社のネットワークを活⽤して推進し、原料としてのBrewed Protein™素材の販売、および
Brewed Protein™素材を使⽤した製品の開発、販売を⾏うことです。また、当社のGX推進にもつながると考えております。 

 株主還元について 
Ｑ. 年間配当額の上限あるいは下限についての考え⽅はありますか。 
Ａ. 現⾏の中期経営計画では総還元性向⽬標を30〜35％として定めており、配当額としての定めはありませんが、継続的かつ安定的な

配当を実施するという基本⽅針の下、今後も当期利益伸⻑により年間配当額を増⼤させていく考えです。なお、2020年３⽉期、
2021年３⽉期と、新型コロナウイルスによる減益傾向の中でも配当額は維持して参りました。 

Ｑ. ⾃社株買いの⽅針を教えてください。 
Ａ. 財務バランスの状況を考慮し、当⾯は⾃社株買いではなく、配当で株主の皆様に還元していく予定です。 

 次期中期経営計画について 
Ｑ. 次期中期経営計画の策定状況について教えてください。 
Ａ. 計画発表に向けて、現在社内で策定を進めております。現⾏の中期経営計画は6年ですが、外部環境の変化が著しいこともあり、次

期中期経営計画は2025年3⽉期〜2027年3⽉期の3年を考えております。 

 GX・脱炭素社会の実現について 
Ｑ. GX・脱炭素社会の実現に向けた兼松の取組みや考え⽅などを教えてください。 
Ａ. 当社は 2021 年６⽉に TCFD（気候関連財務情報開⽰タスクフォース）の提⾔に賛同を表明しました。2022 年６⽉には、GX 推

進担当役員のもと GX 推進委員会を新設し、脱炭素に向けた再⽣可能エネルギー、カーボンクレジット、森林保全などの環境ビジネス
の取組みを⾏っています。当社グループは、資源ビジネスや⽯炭⽕⼒発電など環境負荷の⼤きい事業を⾏っていないため、事業活動に
おける CO₂排出量は低い⽔準にあります。当社グループの CO₂排出量の算定結果や⻑期的なカーボンニュートラル／カーボンネガティ
ブに向けた⽬標などについては、当社ホームページにて情報開⽰を⾏っております。 
 直近のGX推進の取組み事例 
- Spiber株式会社と構造タンパク質「Brewed Protein™」素材の⽤途開発を開始（2024年1⽉） 
- 株式会社あおぞら銀⾏と企業のサプライチェーンGX推進に向けた業務提携（2023年11⽉） 
- オーストラリアの環境技術スタートアップのSamsara Ecoへ出資。独⾃の酵素リサイクル技術によりプラスチックをモノマー化する技

術を持ち、何度もリサイクルが可能で、CO₂排出を抑制（2023年7⽉） 
- 株式会社カーボンフライとエフ・シー・シー株式会社と共同で、カーボンリサイクル事業の構築に向け検討を開始（2023年6⽉） 

Ｑ. 株式会社あおぞら銀⾏と企業のサプライチェーンGX推進に向けた業務提携について、詳しく教えてください。 
Ａ. 2023年11⽉に当社は株式会社あおぞら銀⾏と企業のカーボンニュートラルへの取組みをワンストップでサポートするため、業務提携を

締結しました。株式会社あおぞら銀⾏の提供する⽀援と、当社のソリューション・ノウハウを組み合わせ、企業の脱炭素経営をトータルサ
ポートする体制を構築することが本提携の⽬的です。 
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 DX 推進について 
Ｑ. 「future135」では「グループを挙げたDX推進」を掲げていますが、その進捗を教えてください。 
Ａ. 当社グループは、DX推進を⽬的に、2021年７⽉にDX推進委員会を設置しました。DX推進委員会では、兼松と兼松エレクトロニク

スの執⾏役員を委員とし、ビジネス毎のDX検討やグループ共通IT環境の整備などを推進中です。 
 直近のDX推進の取組み事例 
- トラックの呼び出しとバースの予約ができるシステム「KG TruckCALL」の販売開始（2024年1⽉） 
- 能登半島地震によって被災された⽅々の受け⼊れを⾏う⾃治体を対象に、当社の在庫管理サービス「KG ZAICO」の⼀定期間

無償提供を開始（2024年1⽉） 
- 社内DXとして経理システムのDAISY（デイジィ）を新たに導⼊。紙依存から脱却し、計上業務をデジタル化（2023年12⽉） 
- 会社ホームページをリニューアル。事業やサービスなどの情報発信⼒の強化を⽬的とした事業紹介ページを新設（2023年11⽉） 
- 兼松エレクトロニクスとの⼈材交流や共同プロジェクトの実施 
- 社員へのDX研修やITパスポート取得促進 
- 店舗・施設のトラブル解決アプリ 「KG Q ナビ」の販売開始（2023 年 9 ⽉） 
- Web 受注⼀元管理システム「KG NEXT ENGINE」の販売開始（2023 年 7 ⽉） 

 
以上 

 
（⾒通しに関する注意事項） 
本資料（別紙含む）に記載されている業績⾒通しなどの将来に関する記述は、当社が現在⼊⼿している情報および合理的であると判断する⼀定の前提に基づいており、そ
の達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績などは、様々な要因により⼤きく異なる可能性があります。また、これらの情報は、今後予告なしに
変更されることがありますので、本情報や資料の利⽤については、他の⽅法により⼊⼿された情報とも照合確認し、利⽤者の判断によって⾏ってくださいますようお願い致しま
す。本資料利⽤の結果⽣じたいかなる損害についても、当社は⼀切責任を負いません。なお、表⽰の数値は、億円未満を四捨五⼊しておりますので、個別数値と合計数
値・増減額が⼀致しない場合があります。 
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別紙 
 サブセグメント情報 営業活動に係る利益および親会社所有者帰属四半期利益 

 
• 主な増減要因（四半期利益） 
- ICT ソリューション 

セキュリティ対策やDX需要の⾼まりを背景としたネットワークおよびセキュリティ関連の案件が堅調に推移。 
四半期利益は、兼松エレクトロニクスの100%株式取得による効果もあり増益。 

- モバイル 
引き続き店舗再編の効果などにより前年同期⽐で増益。 

- ⾷品 
好調な冷凍フルーツや飲料原料の販売、海外加⼯⾷品ビジネスなどにより、前年同期⽐で増益。 

- 畜産 
海外の相場⾼や円安などの影響を受けたものの、前年同期⽐で横ばい。 

- ⾷糧 
主要穀物相場が軟調に推移し、好調に推移した前年同期⽐で減益。 

- ⼯作機械・産業機械 
仕⼊コストや販管費の上昇により減益。 

- 鋼管（鉄鋼・素材・プラントセグメントの「海外」に含む） 
堅調なエネルギー需要から北⽶における取引が好調に推移し増益。 

- 鉄鋼（鉄鋼・素材・プラントセグメントの「その他」に含む） 
持分法投資に係る減損損失などにより前年同期⽐で減益。 

- エネルギー（鉄鋼・素材・プラントセグメントの「その他」に含む） 
国内の需要減の影響を受け、好調に推移した前年同期⽐で減益。 

- 航空宇宙 
航空・艦船関連取引が好調に推移し、前年同期⽐で増益。 

- ⾞両・⾞載部品 
市況改善などにより前年同期⽐で増益。 

営業活動に係る利益 親会社所有者帰属四半期利益

23/3⽉期
3Q実績

24/3⽉期
3Q実績

前年
同期⽐

23/3⽉期
3Q実績

24/3⽉期
3Q実績

前年
同期⽐

24/3⽉期
通期⾒通し
（修正後）

ICTソリューション 89 84 △6 34 56 +21 93
モバイル 24 40 +17 15 27 +12 32
その他 21 18 △3 7 8 +1 16

134 142 +8 56 90 +33 141
⾷品 7 15 +8 5 9 +5 9
畜産 16 24 +8 10 11 +1 9
⾷糧 32 33 +2 22 16 △6 18
その他 △0 1 +1 △0 0 +1 0

55 74 +19 36 36 △0 36
⼯作機械・産業機械 11 10 △2 8 6 △2 10
海外 36 41 +6 14 16 +2 20
その他（鉄鋼・エネルギーなど） 45 32 △13 31 △4 △35 4

92 83 △9 53 18 △35 34
航空宇宙 4 17 +13 2 8 +7 8
⾞両・⾞載部品 4 9 +5 4 6 +2 9
その他 1 1 +0 1 0 △0 0

8 27 +19 6 15 +9 17
7 6 △1 3 6 +3 7

296 331 +35 155 166 +10 235合   計

(単位︓億円)

電⼦・デバイス

⾷料

鉄鋼・素材・プラント

⾞両・航空
その他、消去


